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一経済保障から人間保障へ
田村　貞雄
1．序論的考察
　21世紀の社会保障をもとめて
　「人はすべて社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、また国家の努力と国際
的協力とを通じ、更に各国の組織及び資源に応じて、白己の尊厳と自己の人格の白由な発
展とに欠くことのできない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利を有する」（世
界人権宣言第22条、1948年）。
　上に引用した文章は1948年に発せられた世界人権宣言第22条であるが、われわれはこ
の小論で、社会保障を白己の尊厳と自己の人格の自由な発展に欠くことのできない経済
的、社会的及び文化的生活条件を実現するための権利と責務の内容でとらえたい。したが
って、この小論で取りあげる社会保障では、ただ単に人が生活の経済的条件の充足のため
の国家責任と自己責任に限定するだけでなく、社会的及び文化的条件の充足のための総合
政策と自己責任も考察の対象の中に入ることになる1〕。
　この場合、個人の経済的、社会的、文化的条件の実現の問題を、ポジティブヘルスの達成
（Human　We1l－bei㎎）という標的のもとで統合的に考察することを試みる2〕。したがって、こ
こで取りあげる福祉は、ただ単にこれまでの経済学の研究の対象であった経済的福祉（経
済的厚生）にとどまるものではなく、健やかに生きてさわやかな死に至ることを白己実現
の目標とするポジティブヘルスの確保という健康価値論の視点で検討することを企図してい
るのである3〕。
　ここでは、個人の白己管理と社会的管理の有機的緒合ということが基本的に重要であ
る。これまでの人間の営みにおいて、個人と社会の結合技術がいろいろの形で開発されて
　1）世界人権宣言との関係で社会保障を考えることは田村貞雄（1978〕「自由経済の変動と社会保障」
　　『国民医療年鑑』で発表された。
　2）ポジテイブヘルスについては田村貞雄（200I〕「ポジティブヘルス開発と健康価値評価」r早稲田
　社会科学総合研究」第1巻第2号を参照されたい。
　3〕健康価値論については田村貞雄・杉田肇（1995）『ヘルスエコノミックス」成文堂、第2章を参照
　　されたい。
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きた。歴史的観察からはっきりいえることは、社会的環境の変化により、それまでに利用
されていた結合技術は陳腐化し、それに代わって新しい結合技術が、ある時は白然発生的
に、ある時は計画的に開発されてきたという事実である。われわれは、環境変化と人間の
社会的適応というポジティブヘルス開発の視点より・白由社会における社会保障のあ．り方
の問題に接近したい。自由社会における個人の自己管理と杜会的管理の有機的結合におい
て、（1）民主主義原理の貫徹、（2）人問科学の尊重、（3）人類連帯性の認識という3つの
要素が重要な柱とならなければならないと考える。封建国家体制にその根を置く官僚によ
る個人の統制支配や階級国家観に根ざす非人間科学的イデオロギー的支配は、この3つの
要素がうまくかみ合っていないことから生じる現象であるといえよう。
　以上において説明してきたことを図解して示すと図1のようになる。
　考察の留意事項
　（1）社会保障実現の階層性
　社会保障を白由社会における個人と社会の協同によるポジティブヘルス開発への努力の
面より考察する場合において、白己管理、地域社会管理、国家社会管理、国際社会管理の
各レベルにおける機能と、それらの機能の有機的結合の検討が重要となる4〕。さらに自由
4）　これについては、田村貞雄（2001）「世界福祉イニシアティブの臼本からの発信」『ソシオサイエ
ンス』第7号を参照されたい。
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主義、民主主義を基底とする新しい管理機構の開発が、必要不可欠となる。ここでは、人
問科学による、人類連帯性の認識が重要である5〕。
　（2）ポジティブヘルス開発の動態性
　ポジティブヘルス開発を、技術を媒介とする環境と資源の相互作用の中の人問行動の面
よりとらえるとすれば、環境変化が技術変化を通して資源変化を呼びおこすという具合
に、ポジティブヘルス開発は本来的に動態的現象の性質を持っているものといわねばなら
ない。環境変化の中ではとりわけ人口の動態的変化の考察が重要である。人口の出生率、
死亡率の変化や人口移動がポジティブヘルス開発の技術変化を通して個人と社会の管理の
方向づけを与えることになる。この面の認識は急速に高齢化社会を迎えるわが国にとって
は、とりわけ重要である6コ。
　（3）ポジテイブヘルス開発の地域性と歴史性
　ポジテイブヘルス開発は人口環境の変化へのポジティブな適応という面を持つと同時に
文化環境へのパッシブな適応という面も合わせ持つことが、すでに多くの人によって指摘
されている7j。文化環境は優れて地域性と歴史性を持つものということができるので、ポ
ジティブヘルス開発においては、歴史的認識を基盤とした白己管理と地域管理の問のきめ
細かい考察が必要とされるものといえよう。このことは地域健康福祉開発においてはとり
わけ重要である呂j。
　（4）人問科学の尊重
　白由社会における福祉開発の問題を工業化社会から情報化社会への移行という文明環境
のもとで考察するとき、ジョン・ロックの自然権の思想やベンサムの最大多数の最大幸福
の思想に立脚する自由主義、民主主義の考え方はストレートに適応することは困難である
ことが明白になる。ポジティブヘルス開発は惰報財という用語で示されるように、高度に
科学的で、不確定性を持ち、かつ満足の連帯性と技術の集積性を持つ新しい財が人々の生
活の中で重要なものとなってきたからである。ここに、消費者主権の思想を人問科学の尊
重のフィルターにかけた新しい管理機構の開発の必然性があるのである。ここでは、高度
の専門’性と民主性の調整が重要な課題となる9〕。
　（5）社会貢献の白己努カ
　ポジテイブヘルス開発の人間行動においては、社会貢献の白己努力が重要な要素として
　5）　人聞科学と人類の連帯性については小林登・田村貞雄（1997）『社会人間学」成文堂、第1章を参
照されたい。
6）　これについては武見太郎（1995）「老人の増加にどう対処するか一老人学と社会保障」『中央公
論』10月号。
7）　これについては大畑弥七・田村貞雄（1986）『日本の国際適応力』有斐閣、序章、第1章を参照さ
れたい。
8）　これについては田村貞雄（2002）「地域主権・地域包括医療システムの経済評価の実践モデル」
『早稲田社会科学総合研究」第3巻第1号を参照されたい。
9）　これについては杉田肇（1974〕「Multicha㎜el　Medical　Systemについて」『日本医師会雑誌」72巻
第4号。
組み込まれていなければならない。この要素を欠くときは、自由社会におけるポジテイブ
ヘルス開発の統合機能が有効に作動しないものとなる。したがって、個人の経済的、社会
的および文化的権利は不十分な形でしか実現されないことになることは歴史の示す通りで
ある’o〕。
　小論の構成
　グローバルに観察される激動の社会経済の変革に適応するために、経済（貨幣）中心の
社会保障制度にかえて人間中心の社会保障制度を構築するという目的ではじめ、そのため
には新しい福祉（Communi蚊Wen－being）へのパラダイム転換が必至であると主張し、
我々はこれを武見太郎のポジティブヘルス開発にもとづくBioinsuranceの日本における実
践に求めた。第2節で経済発展と福祉・社会保障の歴史的変化のテーマのもとで経済（貨
幣）中心の社会保障の特徴と問題領域を摘出して示した。第3節では人間中心の社会保障
制度構築の青写真を武見太郎のBioinsurance概念と日本型地域包括医療の実践にもとづい
て示した・そして第4節でWell－beingの経済学への道として結んだ。
2．経済発展と福祉・社会保障の歴史的変化
　概観
　表1は、経済学の歴史的変化と福祉・社会保障の歴史的変化の立体的流れを示している川。
まず、考察の時期を資本主義経済準備期、資本主義経済の生成・発展期と資本主義経済の
成熟期に分けている。経済学における価値論、政治行動と人間行動、技術、市場、国富、
企業行動、財政等の諾項目との関連において、社会保障の歴史的変化が示されている。最
後にそれらを総括した経済成果が示されている。この場合、重商主義時代、重農主義時代
では、全体として、経済パフォーマンスは、低水準にとどまっていたこと、資本主義経済
の生成・発展期時代は、「市場の成功」とともに「市場の失敗」が観察されたこと、そし
て、資本主義経済の成熟期には、「政府の成功」とともに「政府の失敗」が観察されたと
いうことの理解が重要である。このことは、新古典派原理による稀少資源の最適配分性
（費用・効果評価の体系性）の有効性とその障害と密接に関連している12〕。
　以上における経済学とそのパフォーマンスとの関連において、福祉社会保障の動きをみ
ると、資本主義経済準備期においては社会保障は存在せず、福祉は君主的慈善と救貧法が
10）　田村貞雄（2001）「ポジティブヘルス開発と健康価値評価」『早稲田社会科学総合研究』第1巻第2
　号、組織適応能の説明を参照されたい。
11）この考察は最初田村貞雄・吉川曄・杉田肇（1983）『新しい医療福祉経済学』早稲田大学出版部に
　発表され、そして最近田村貞雄（2002）「地域主権・地域包括医療システムの経済評価の実践モデル」
　『早稲田社会科学総合研究」第3巻第1号で補充された。
12）　これについては田村貞雄（2002）「Value　for　Money（市場原理主義）の経済観・福祉観」『ソシオ
　サイエンス』第8号を参照されたい。
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表1経済学の歴史的変化と福祉・社会保障の歴史的変化
時期 資本主義経済準備期 資本主義経済の生成・ 資本主義経済成熟期
事項 発展期
価値論 重商主義の価値論 労働価値論 ケインズの価値論
重農主義の価値論 主観価値論 新しい価値論の胎動
政治制度と 封建政治制度、国家行動優 民主主義制度、個人の合理 マスデモクラシー、個人行
人間行動 位 的行動、小さい国家行動 動と国家行動
披術 商業技術、農業技術 産業革命、工業技術 サービス産業技術
公共政策技術
情報技術
市場 制限的市場取り引き 市場のシステム化 不完全競争市場
自由競争市場 多国籍企業競争市場
国富 貿易差額、丁業生産の活動 GNP、資本ストック GNP、資本ストック、修正
GNP
企業行動 商業立地的行動 工業立地行動 サービス産業立地行動
農業立地的行動 第三セクター
財政 国家財政 均衡財政、市民財政 赤字財政
社会財政
社会保障 救貧法、君主的慈善 新救貧法、白由主義的慈善、 社会保障の制度化
友愛組合 共同組合
経済成果 経済資源配分の非効率性、 市場の成功、市場の失敗 政府の成功、政府の失敗
低蓄積・低成長
発想者と J・スチュアート、W・ペティ、 A・スミス、A・マーシャル、 J．M・ケインズ、W。ベバ
経済学派 F・ケネー L・ワルラス、J・A・シュンリッジ、D・ベル、W・オイ
重商主義、重農主義 ぺ一タ、K・マルクス ケン、J・モネー、ケインズ
古典派、新古典派、マルクス 学派、新しい経済学派
学派
中心であった。資本主義経済の生成・発展期では、古典学派、新古典学派の稀少資源の最
適配分の論理が有効に作動していた（「市場の成功」）ので、福祉も新救貧法、白由主義的
慈善が中心であったが、マルクス経済学と社会主義思想のフェビアン・ソシアリストによ
る社会保障の制度化のひとつの突破口となるような友愛組合活動が生まれ、労働者の生活
を守る役割を果たした。しかし、資本主義経済が発展期から成熟期に入ると、社会保障が
制度化されるにいたった。これは、近代市民社会における自由・公正・平等の民主主義政
治システムと白由・効率・公正システムにおける矛盾が、現実のものとなったということ
が、大きな原因としてあげられる。すなわち、資本蓄積による経済発展過程において、激
しい労使の対立や予期せぬ経済変動に見舞われ、民主主義政治システムの自由・公正・平
等原理と市場経済システムの自由・効率・公正の原理がかみ合わなくなり、基本的人権と
しての白己決定権のほかに、社会権の制度化を余儀なくされ、自由・効率・公正の経済原
理が修正されることになったからである。ここに、経済評価において、古典派・新古典派
の効率性・公正原理のほかに、マルクス経済学、そしてケインズ経済学あるいは、新しい
経済学が主張の場を得ることになるのである1訓。
13）　たとえばラデイカルエコノミックス、ヒューマノミックスがそれである。
　英国の例：ベバリッジ報告まで
　以上において説明した資本主義経済の歴史的な変化過程における経済学と福祉・社会保
障の変化を英国を例にとってもう少し詳しく見てみよう。図2は、英国における救貧法成
立を端緒とする福祉・社会保障関連法の動きを示している。
　英国では、国民の白由権を基盤として基本的人権に生存権としての社会権を制度化する
契機となった、ベバリッジ報告（1942年）をもとにして福祉国家の道を歩み出すのに多
くの歳月を必要とした14j．1776年に発表されたアダム・スミスの「国富論」において、
国富は人間の労働活動の所産であるという労働価値論を基盤とする経済的福祉論が体系的
に打ち出された（稀少資源の最適配分の原理）15〕。このことにより、英国では労働力の再
生産の重要性が認識されていったが、同時にこのことが、失業や貧困は、個人の怠惰に原
因があるという理論武装（福祉・社会保障軽視の考え方）にも利用されることになった。
いわゆる個人の自己決定権を基底とした「白由放任経済思想（古典的自由主義）」がこれ
である1刮。
　他方において、社会調査派のB．ロウントリーやフェビアン・ソシアリストのウェッブ
夫妻などは、英国の貧困の実証的研究を基盤として、貧困や失業の社会的責任を強調し、
新しいシステムづくりの実践を行っていた17〕。このように極端に対立する主義主張（人
権・平等福祉観対効率・公正経済福祉観）の土壌の中でベバリッジ報告が長年の検討のも
とで1942年に完成をみたのであった。そして、／945年に労働党政権が誕生し、その翌年
1946年に同政権によって実施されたものである。図3は、英国福祉国家誕生の土台となっ
たベバリッジ報告の政治経済的特徴を示している。
　ベバリッジ社会保障計画は、英国福祉国家を目指し、「白由放任経済思想」のイデオロ
ギーを持つ保守党が主張する自由権と、フェビアン・ソシアリストとしてのイデオロギー
を持つ労働党が主張する社会権を、白由で民主的な社会を守るというビジョンのもとで、
共生させたと評価できる。つまり、ベバリッジ社会保障計画は、イデオロギーを超えて、
個人の自律性と連帯性の融合の社会的実験として位置づけられるのである1副。ここでは、
個人の白律性は、社会保険方式、同一拠出同一給付を原則として生存に必要な生活を保障
し（自律的連帯性）、労働不能等の特別のケースに対しては、公的扶助で行う。そして、
失業の社会的責任を認め、J．M．ケインズ「一般理論」による完全雇用政策の必要性を主
14）Beverridge，W．（1942）∫o肋〃閉洲螂〃む“〃刈1肋∫舳伽∫，Paliament．（山田雄三監訳『ベヴァリ
　ッジ報告、社会保険および関連サービス」至誠堂、1975年〕
15）Smith，A（ユ776）λ伽伽め〃oM物7“〃Cα伽∫〆肋伽閉∫，RandomHouseInc．（木内兵衛・松
　川七郎訳『諸国民の富I，n』岩波書店、1969年）
16）ここでの自由放任経済思想が新保守主義、市場原理主義の原点といわれるものである。この辺の
　事情については佐和隆光『市場主義の終焉」岩波書店、2000年が参考になる。
17）　これについては毛利健三『イギリス福祉国家の研究』東京大学出版会が参考になる。
18）このような評価の仕方は田村貞雄・杉田肇（1995）『ヘルスエコノミックス』成文堂、第5章4節
　で行なっている。
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図2英国における社会保障関違法の動き
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ここでは人道主義の時代（社会保障前史）と社会・白助・自立の接合時代と社会保障時代の端緒の三つに分けた、
図3英国福祉国家形成とベバリッジ社会保障計画
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図4　ベハリンジ社会保障計
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NHS（Natioml　Hea1th　Service）：国民保健サービス
（Byrene，T．，Padtie】d，C．（1990）より）
張している’9〕。また、生存保障を超える国民生活の向上部分は、任意保険等の貯蓄で調達
することを特徴としている。図4は、ベバリッジ社会保障計画のフレームワークを示して
いる。つまり、ベバリッジ社会保障計画は、国民保険と公的扶助（社会連帯性）を家庭貯
蓄（個人の白律性）と完全雇用政策とNHS（国民保健サービス）（社会連帯性）が支える
というフレームワークで示される。
　このベバリッジ社会保障計画は他の資本主義諸国にモデルとして使用されるようにな
り、資本主義経済における福祉・社会保障の制度化に貢献したと評価できる。第一次世界
大戦後、世界資本主義経済の担い手は、英国からアメリカに移り、英国における保守党と
労働党とのイデオロギーによる争いは、アメリカにおける民主党と共和党のイデオロギー
の争いに取って代わられることになった。アメリカも1929年世界大不況に際し、民主党
の大統領フランクリン・ルーズベルトによってニューディール政策が実施された。その
後、ケインズの「一般理論」の出現に支えられて、民主党の「ニューエコノミックス」政
策等、アメリカケインジアンの政策への実践的参加が続いたのであるが2。〕、1970年代に
世界的インフレーション、スタグフレーションの出現と、西ドイツ（当時）、日本等の白
律的成長によって、アメリカ経済の地位は脅かされることになった。つまり、パックスア
メリカーナは、危機に陥ったのであった。この時、新古典派原理を基盤とするサプライサ
イド経済政策をもって、共和党のロナルド・レーガンが大統領として登場し、アメリカ経
済再生計画を実践した21〕。この時期に、ケインズ経済学は、新古典派経済学に主流の座を
奪われ、マルクス経済学は、もともとアメリカでは勢いはなかったので、新保守主義思想
という看板のもとで、稀少資源の最適配分性を基軸とする消費者主権の経済システムの形
成が世界的潮流となった22〕。英国で1979年から18年にわたって採用された、マーガレッ
ト・サッチャー英国保守党首を中心とするサッチャーリズムの実践、そして、日本の中曽
根首相の時期の経済政策と橋本首相の経済政策も、この新保守主義思想の流れを汲むもの
といえよう。
　社会主義経済は崩壊し、マルクス経済学、ケインズ経済学は、勢いをなくし、新古典派
原理が復活した現在、福祉・社会保障の経済評価は世界的にみて大きな転換期を迎えてい
る。
19〕Keynes，J．M．（1936）〃8G舳舳1丁肋oη〆E刎肋ツ舳〃，〃舳∫f，伽6〃o舳ツ，Macmillan　and　Co・，
　Ltd．（塩野谷九十九訳『雇用、利子、貨幣の一般理論」東洋経済出版社）
20）故J．ケネデイ政権下のアメリカケインジアンの経済政策がこれである。
21）　これについてはBoskin，M．J．（1987）肋g閉伽〃伽肋o刎o刎，ICS　PRESS．野間敏克監訳『経済学
　の壮大な実験』HBJ出版局、1991年を参照されたい。
22）　これについては佐和隆光（2000）『市場主義の終焉』岩波書店が参考になる。
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3．現代経済学における福祉・社会保障評価の特徴
　我々は、経済学の基本的特徴を①実証科学としての客観性、予測性②稀少資源の最適配
分性（費用・効果評価の体系性）③政策による目標達成の実践性に求めた。そして、古典
派経済学、新古典派経済学・新保守主義のサプライサイド経済学には、③政策による目標
達成の実践性は、「市場の失敗」に対応するミクロ経済政策に限定されるが、上記の①②
③の特徴を全部持ちあわせている。しかしマルクス経済学、ケインズ経済学、そして新し
い経済学は、③特定のイデオロギーを基盤とした政策による目標達成の実践性の面が突出
しており、①実証科学としての客観性、予測性②稀少資源の最適配分性（費用・効果評価
の体系性）の面が弱く、長期にわたって、そして、広い範囲において社会に支持される仮
説を提示することができなかった。そこで、福祉・社会保障の領域においては、経済特に
財源をまったく度外視する人権・平等福祉観にもとづく実践的主張と効率・公正的経済福
祉観にもとづく政策的実践の闘争が繰り返されてきたのである23〕。ここでは、福祉・社会
保障という公共政策における経済評価についての検討が目的であるから、新古典学派・新
保守主義思想（新自由主義）のサプライサイドの主流派経済学における経済評価の特徴を
まとめて提示しておくことにする。
　表2は・現代経済学における経済評価の特徴を一一覧表の形で示している。まず、学問的
接近方法は、①実証科学としての客観性、予測性の重視から、自然科学特に物理学の方法
を採用する。評価の特徴は、実証科学としての客観性、予測性そして操作性重視のため、
貨幣という手段による数量評価をべ一スとして市場において評価されることが大きな特徴
であ乱そこで・市場が成立しない公共経済領域では、疑似市場的評価が行われる。例え
ば、費用対便益・効果・効用分析がその一例である24〕。つまり、福祉・社会保障という公
共政策が実施されるとき、その対象の評価が貨幣として市場評価方法によって行われると
いうことを特徴としているのである。したがって、貨幣・市場的評価方法によっては、把
握されない福祉・社会保障は、政策対象としては、あがりにくいことになる。
　次に、国富は、フロー（刊ow）でみれば、1年間で計上される消費額と投資額を中心と
して測定される国民総生産（GNP）と、ストックとしての資本、技術、資源の貨幣額に
よって評価される。実証の方法は、白然科学（特に物理学）の方法にしたがって論理実証
主義の方法が採用される。システムの特徴は、経済合理的行動（消費者、企業そして市
場）の仮説にもとづく市場システムが中心である。この市場で経済主体である消費者、企
業、そして、全体で経済成果の評価が行われるわけであるから、市場文化（市場至上主
23）介護保険の自己負担か税負担かについての白民党と共産党の論争においてこのイデオロギー論争
　の面が窺われる。
24）　TevOkR．Nas（1996）Co∫f　B召閉ψサ4伽伽づ∫，η！ωηα〃λ〃〃ω〃o捌，London　Sage　Publication．
表2現代経済学における経済評価の特徴
項目 経済評価の特徴
学間的接近方法 物理学（自然科学）中心
財中心（GNP評価）
評価の特徴 貨幣く市場〕評価
短期的評価
国富 GNP（フロー）
資本、技術資源（ストック〕
実証の方法 論理実証主義
システムの特徴 経済合理的行動による市場システム中心
人間行動と生産性 利己心の追求（合理的行動〕
「ゆとり」なし
安定性 不安定の累積性
経営システム 効率主義
社会・政治・経済 市場文化の資本主義
図5　新古典派経済学の経済評価の特徴
市場文化にもとづく資本主義経済評価
①貨幣市場評価により実証性を高める
②個人主義の哲学にもとづく利己心の経済合
　理的行動と市場’裁定の経済合理的行動によ
　って経済効率を高める
③このシステムを世界普及させて世界経済の
　効率性を高める
義）によるシステム形成の特徴と呼ぶことができよう。人間行動と生産性についてみる
と、個人の利己心の追求（経済合理的行動）による生産性効果を強調する。ここでは、
“ゆとザは、このシステムと両立しない。利潤最大化、効用最大化を目標としての最適
解の導出、それにもとづく行動がそれである。システムの安定性についてみれば、予期し
ない経済変動の出現、そして、その経済変動の増幅1性（不安定性）がこのシステムの特徴
としてあげられる。この例は、世界的にみて枚挙に違がないほど多く存在してい乱バブ
ルの打撃からまだ立ち直れないでいる日本の現状が典型的なこの例としてあげられる。企
業の経営システムは、効率性原理、経済合理的行動の仮説により経済財中心の効率主義を
特徴とする。そして、最後に社会・政治・経済システムは、市場文化の資本主義である。
　以上を要約すると、現代経済学における主流派経済学としての新古典派経済学の経済評
価の特徴は、①貨幣、市場評価により実証性を高める②個人主義の哲学に基づく利己心追
求の経済合理的行動と市場の裁定の経済合理的行動により経済効率性を高める③このシス
テムを世界に普及させて世界経済の効率性を高めるという内容を特徴とする市場文化に基
づく資本主義経済評価ということができよう（図5）。
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4．ポジティブヘルス開発の社会保障（人間保障）の一モデル
　ここでは、混合経済（修正資本主義経済）では解けなかった、経済効率性と人間性のバ
ランスの課題を武見（1974）のBioinsuranceの概念とその実践の参加的観察により説明す
る25〕。
　「Bioinsuranceの概念」について
　武見（1979）は・昭和54年9月14日に開催された第20回医療問題専門家会議（厚生大
臣の私的諮問機関）において、会議の答申のまとめの柱としてBioinsuranceの概念の基本
構想を明らかにした（図6）。
　ここで発表された基本構想は、少子高齢化社会での社会保障のあり方を検討する場合に
歴史的意義を持っていると思われるので重要個所を引用して説明する。武見がなぜに
Bioinsuranceを考えたかについて、次のように述べている。
　「この考え方でいきますと、社会保険の問題を考え直すのが非常にやさしくなるのです。
社会保険という概念は、18世紀の終わりから19世紀にかけてできたもので、あの概念が
いまも通っているというのは余りに進歩がなさ過ぎると思うのです。出発後100年ぐらい
　図6武見太郎のBioinsurance概念の基本構想
　　　　　　　　　　未来の医療の社会進歩
一般倫理
特殊倫理
医　学
研究・教育・医療
Professional　Activity
Professional　Freedom
公共性
特殊性　　　　システム BIOユNSURANCE
経済の機能的関与
経済の構造的関与
25）武見太郎（1979）「学術的・社会科学的観点よりみた健保法改正の要点」日本医師会編『国民医療
　年鑑』を参照のこと。
はいいけれども、物の面の損害保険と生命の損害保険とが同じ概念で来ているということ
は間違いだと思うのです。その点でバイオインシュアランスという時代が来てもいいのじ
ゃないかと思うのです。」そして、また医療と経済のかかわり合いについて次のように述
べている。
　「いままでの医療の経済学の議論は、ほとんど全部病気相手に考えています。私はこの
考え方（図6で示してあるような）でいかなければ、健康を相手の医療がなくなってしま
うと思うのです。健康を相手の医療というのは、これから非常に大きな分野を占めなけれ
ばいけない。そう考えていきますと、経済学というのは、本当にシステムの中で構造的に
関与し、．機能的に関与すれば、非常に条件のすばらしいものができてくると思うのです。
　〔医療と経済を〕対立させて考えていたから悪いのだと思うのです。私のメデイコ・エ
コノミックスの考え方は、大体こういう発想から出てきたのです。」（／〕は筆者）
　以上において示したように、Bioinsuranceの概念は、社会保険にかわるポジティブヘル
ス開発を目標に健康福祉経済システムの確立を志向して提唱されたものだということがで
きる。
　武見は、この後、この基本構想をさらに発展させ1979年11月15日付の日本医師会雑誌
に「Bioinsuranceの概念」として発表している。これはまた1979年10月27日、カラカス
において開かれた世界医師会第97回理事会の提出資料でもある。ここで武見太郎は新し
い保険概念として次のような説明を与えている。
　「保険原則にしたがえば医療の現物給付というようなものはあり得ないのであります。
たとえば、火災保険会社は火災があれば、その損害の一部は必ず被保険者がみずからの責
任としてその責めを負い、その他の部分について保険〔会社〕が金銭としての責任を負う
形をとっています。健康保険における一部負担の思想は、この保険原則から出たものであ
りますが、全く医療問題とは本質的に相容れない性格のものであります。損害保険は、自
己損害を一定に見積り、その他を保険で保障するという形でありますが、Bioinsuranceの
場合には、現物給付によって、その人の健康を保障しようとするものであります。したが
ってBioinsuranceは、医師が主体となるinsuranceであり、それらの制度のすべてを貫く
ものはBioethicsであります。」
　このようにBioinsuranceの概念は、医師の地域包括医療活動の実践を基盤とした人間主
体の社会保障概念なのである2刮。
健康福祉開発の実践活動とBioinsurance
日本の地域包括医療活動は、日本医師会の指導のもとで展開されてきた。この日本医師
26）　これについては田村貞雄・杉田肇（1995）『ヘルスエコノミックス」成文堂、第3章1節を参照さ
　れたい。
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会活動は、861の郡市区医師会、47の都道府県医師会、7ブロックの連合医師会活動とい
うコミュニティ活動の統合的役割を果たしている刎。図7は、日本の地域包括医療の統合
的システムを単純化して示したものである。日本医師会は、健康福祉を基盤とする国民福
祉の向上を目標にして、アイデア・フォーメーションを行い、翼下の郡市区医師会が、こ
れを地域特性に照らして実際に適用する。そしてその実践結果はまたアイデア・フォーメ
ーションの評価と学術的活動の重要な情報源となっている。この武見が考えた日本の地域
包括医療システムの大きな特徴となっているものは未来志向的視野でのBioethicsにもと
づいた医師の実践活動である。われわれはここに、Bioinsuranceの基軸に位置づけられて
いるBioethicsの実証的基盤を見いだすことができる。たとえば大分市医師会は、武見が
構想した医師会病院組織を「マルチチャンネル・メディカル・システム（技術集積型健康
開発システム）」を指針として地域医療福祉開発の実践を積み重ねてきている洲。
　図8は、大分市医師会の「マルチチャンネル・メディカル・システム」にもとづく地域
包括医療実践活動の基本構造を単純化して示したものである。ここで健康福祉は、ポジテ
ィブヘルスを目標とする地域包括医療計画の内容でとらえられている。そして、その技術
集積が地域開業医の自己選択にもとづいて行われている。この詳細な実践記録について
は、大分市医師会立アルメイダ病院編『十周年記念誌』および『二十周年記念誌』にゆず
り、ここでは、このシステムが持つ基本的特徴を説明しておこう。
　わが国ではこれまで、厚生官僚により一貫して、国・公立病院を基幹とする中央集権的
医療システムの導入が試みられてきたし、現在もその意図を捨てていないことはよく知ら
れたことであ乱通産省もまた、コンピュータシステムの導入において中央集権的医療シ
ステムの構想を発表したことがある。大分市医師会が採用した「マルチチャンネル・メデ
ィカル・システム」はこのような国・公立病院を基幹とする中央集権的医療システムの否
定を前提として構築されている。地域志向性と未来志向性を欠く国・公立病院が、医師お
よび医療従事者と地域住民との生活基盤に密着した人間関係を十分に形成し得ないという
ことは、経験的に知られた事実である。
　他方、資本主義経済の成熟による投資機会の枯渇傾向を背景として、利潤追求を正当な
社会的行為とする企業組織が、医療分野に進出しはじめ、直接・間接的な企業支配による
医療システム形成の兆候も散見されている。企業組織は、競争的状態では分権的であり、
利潤獲得をインセンティブとする未来志向性を持っているが、モノ追求の特性から地域志
向性は概して薄く、医療の特性のひとつである公共性とはそのままでは競合性が高い利潤
27）杉田肇（1973）「学問の進歩と国民医療　地域医療概念の定着」『日本医師会雑誌」73巻第6号を
　参照のこと。
28）　これについては、杉田肇（1974〕「Multichame1Medic副1Systemについて」『日本医師会雑誌』72
　巻及び田村貞雄（2002）「地域主権・地域包括医療システムの経済評価の実践モデル」『早稲田社会科
　学総合研究』第3巻第1号を参照されたい。
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図7　地域主権で地球的視野でのシステムづくりの実践図
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図8　大分市医師会病院と健康福祉技術集積
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追求性をその本性としている。
　これにたいして大分市医師会立アルメイダ病院は、非営利民問組織による地域主権的中
央制御システムとしての特徴を持つ家庭医技術集積病院として特徴づけられているよう
に、医療関係者と地域住民との人間関係の確立を根幹として組織化されている。そしてこ
の病院の管理・運営は大分市医師会理事会が行っているから、上述の地域包括医療活動
（図7）の特徴から、直接的に日本医師会のアイデア・フォーメーションや医政の実践と
連結しており、学術的集積成果と医政活動の成果を享受することができる。すなわち、日
本における地域包括医療の実践は、日本医師会と地域医師会の効果的機能分担のもとで、
健康福祉の効果的達成をはかるというところにそのモデルの特徴をみいだすことができる
のである。
　以上で大分市医師会の実践活動の例にみたように、日本の地域包括医療活動の基本的特
徴は・地域開業医が医療の非再帰性、地域性、包括性、持続性、公共性、不確実性の実践
的理解のもとで医師会活動に結集し、未来志向的意思決定のもとで地域医療資源の活用に
より、効果的に健康福祉開発を行おうとするシステム化にもとめることができよう。この
システム化の実践的成果から、われわれは図6で示したBioethicsの実在を確認すること
ができるのである。この図にみるBioethicsにもとづくProfessiona1Activityの実在は、
Bioinsurance概念に根ざした健康福祉経済システム確立の必要条件なのである。
　このProfessiona1Activi蚊を基軸とする地域健康福祉開発システム構想を示したのが図9
（1975年発表）である29〕。それ以来われわれは実験的研究を継続している。同図A面が、
図8で示したポジティブヘルス開発を目標とした地域包括医療システムを示し（健康福祉
経済システム形成の必要条件）、B面とC面は健康福祉経済システム形成の十分条件と．し
ての政治システム（B面）と社会経済システム（C面）を示している。
　図10は人間生理的規範に基づく健康価値論と、組織適応能の行動仮説を示している。
人問生理的規範の要諦は、ライフサイクルを通した人間生活の満足の充足における欲望追
求の自由性と、死の認識における生理的秩序の理解に求められる。つまり個人としては、
家庭を拠点として死を当然のことと認識したライフサイクルにおいて、白由な欲望充足を
追究するのである。このような生理的規範に根ざした人間行動を健康価値論の実践と位置
づけ、健やかに生き、さわやかな死に至るという内容でとらえるのである。ここではこの
行動の系として、近づきつつある死を認識して、現在をよりよく生き抜くという長期的視
野にもとづいた短期的、現実的行動仮説も添えられている。健康福祉の最適化過柱はこの
ような人閥の生存の理解のもとで構成されている。
　次にわれわれは生理的規範に基づく健康価値論の実践を基盤として、（図10に示してあ
29）　田村貞雄（1977）「医療福祉の最適化過程の実践的観察」日本医師会編『医療資源開発と配分フォ
　ローアップ委員会会議録』参照。
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図9　技術集積型健康開発システムの基本形
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図11新しい価格システムの基本モデル図
［基本モデル図］
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X：検診サービス
P：検診サーピス価格
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A1医師
B：医師以外の保健専門家
C：費用
L1保健専門家以外の従業員
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N且：活動人口数
α1疾病構造
E：健康への意識度
一・　社会拠出機構　　“⊥止
るように）組織適応能の行動仮説を設定している。そこでは、主体的行動要素としてa．
企業家精神（Entrepreneursip）、b．自己抑制（Discipline）、c、献身（Sacri丘ce）を設定し、
それぞれの環境要素としてA競争環境（Competition）、B．信頼環境（Con丘dence）、C．家
庭教育（Fami1y　Education）を配した。これらの主体的行動要因は場としてのそれぞれの
環境要因となじんで良き関係つくりあげて行動することによって良き効果を発揮するので
ある。
　このことを健康価値評価に基づく0ASIS検診価格システム創成の実践によって説明を
加えよう。OASISとは大分県地域成人病検診センターの愛称である。
　図11は、1978年財団法人大分県地域成人病検診協会理事会・評議委員会で報告して承認
を得たものである。原案は田村貞雄、吉川曄、杉田肇が共同で構想したものであがω。「基
本理念」、「検診価格の決定はマルチチャンネル・メディカル・システムの展開によるポジ
テイブヘルス開発への貢献の恒常性の視点よりおこなう。」はHolismの視点から
Reductionism（価格システム）を構築することの宣言である。また、Holismと
Reductionismの融合のことを具体的に説明している。そして「ここで決定する検診価格
は市場価格決定方式ともまた統制価格決定方式とも本質的な点においてことなるものであ
る。」と結論付けている。このことを図11の基本モデル図で説明しよう。検診価格システ
ムはGNPの極大化を目標にするのではなく、We1l－beingの最適過程の実現を目指して形
成される。その特徴は検診活動関数と検診享受関数に明白にあらわれる。
　モノの生産関数の場合生産要素は資本K、労働L、原材料Mにより構成されるが、ポジ
30）　これについては寄本勝美・田村貞雄（1999）『環境・資源・健康共生都市を目指して」成文堂、第
　4章を参照されたい。
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ティブヘルス開発によるWen－beingの達成には医師A、医療関係者Bは生産要素として
欠かすことは出来ない。また提供行動も利潤の極大行動とは異なったものとなる。次に検
診享受関数は効用極大化の行動によって形成されるのではなく、「能く生き、能く死ぬ。」
を自己実現の目標とする過程評価から形成される（本論図10参照）。検診享受の効果は、
疾病構造σの変化、健康の意識度εの変化によって示される。このような検診活動関数と
検診享受関数の動きを地域保健委員会は評価して価格に反映させる。また地域保健委員会
は、社会拠出機構への拠出額を決定する。ここでは死の認識を基盤とした健康教育・学習
が重要となる。すなわちこの健康教育・学習効果は健康への支払い意欲を高めるとともに
組織適応能の向上による地域生産性の上昇により拠出能力も高めることになる。
　次に検診活動関数におけるHolismの面よりミクロ経済学・会計学の原則の修正につい
て説明する。検診活動の特性により医師と医療関係者を生産要素の中へいれたことにより
この人的資源の減価償却を計上する必要がある。また検診活動は利潤極大行動と相容れな
いから発展的再生産のために新投資資金を引当金として計上する必要がある。これらの会
計処理はミクロ経済学やその系の会計学とは本質的に異なるのである。
コース別検診価格の考え方
　表3はコース別検診価格決定の考え方を示している。われわれは7つのコースの検診価
格を三つのタイプ（P、，P・，Pl）価格決定のルールを考えた。P・型は競争原理を考慮し、P・
型、P。型は公共性を考慮した。いずれも基本はポジティブヘルスヘの貢献を目指してい
る。この場合健康教育は純粋サービス型としているがここではボランテイア行動も含まれ
ている。
OASlS価格と社会保険点数による費用比較
　表4はOASIS価格と社会保険点数による費用の比較（コース別）を示している。OASIS
価格は7つのコースのいずれにおいても社会保険点数による費用よりも低く決められてい
る。これは大分地域包括医療システムの成果を反映している・
OASlSにおける収入・支出年度別推移
　図12は、OASISにおける収入・支出年度別推移を示している、価格は低く抑えても収
支は黒字を維持している。これはマルチチャンネル・メデイカル・システムにおける新経
営家族主義の成果であり、すなわち0ASIS組織の組織適応能の高さをあらわしている。
　この実験的研究結果の経過報告は昭和54年7月に開催された「第2回医療資源の開発と
配分に関するフォローアップ委貝会」における“医療の費用と便益：その総合評価”．のセ
ッションで行った。その際、世界各国からの報告や討議を聞いたが、われわれは資本主義
経済機能の悪化による医療活動面における混乱状態の世界的傾向を強く印象づけられた。
このことは、市場経済評価方法優先の社会システムにたいする固執に根本原因がもとめら
れるものであり、健康福祉評価方法の開発と、その普及の緊要性を明白に示すものという
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表3　コース別検診価格決定の考え方
価格類型 検診コース 決定基準
Aコース （1）競争原理の考慮
p1型
（精密人聞ドック） （2〕支払能力仮説の採用
Bコース
（短期人間ドック）
Cコース （1）検診サービス普及の考え方
（主婦検診） （2）健康の自己開発意識の高揚効果
p2型 Dコース （3）コース別収益再配分効果（一般検診）
Fコース
（移動検診）
Eコース （1）ポジティブヘルスの普及の考え方
p3型
（健康増進） （2）健康自己開発意識の高揚効果
Gコース （3）コース別収益再配分効果
（体力測定）
純粋サーピス型 健康教育 地方自治体、公的組織の費用負担
表40ASlS価格と社会保険点数による費用の比較
Aコース Bコース Cコース Dコース Eコース Fコース Gコース
OAS1S価格（a） 50，000 25，OOO 8，OOO 5，OOO 8，000 7，OOO 1，OOO
社会保険点数による費用（b）
68，490 31，350 24，940 13，180 17，380 8，900 5，000
（a／b） ．73 ．εo ．32 ．38 ．46 ．79 ．20
OASIS価格システムによる節約率（％）
27％ 20％ 68％ 62％ 54％ 21％ 80％
図12　0ASlSにおける収入・支出年度別推移
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実感を得た。このような健康福祉評価方法（ポジテイブヘルス開発評価方法）の開発のも
とで、地域包括医療の実践的展開における費用評価と活動成果評価が正当に行われなけれ
ば、地域包括医療の普及はますます困難をきわめる、したがって人間中心の社会保障の展
開は困難なものになってしまう、というのが我々の実践的主張である。
　Bioinsuranceの実践に向けての一モデル
　Bioinsuranceはよりよい生存の保障の内容を持っているから、この概念の実践的適用に
あたってはよりよい生存の条件の設定という概念の具体化としての健康福祉の評価にもと
づく、包括的で動態的な保障内容の明確化のうえ、個人、家庭、職域、地域のよりよい生
存の保障の個別的側面と統合的側面の明確化が必要とされる。このためには、健康福祉開
発の実践的行動と継続的な医学の進歩を基盤としての健康福祉技術集積が存在しなければ
ならない。われわれは、図8、図9、図！1で示した大分市医師会の技術集積型健康開発シ
ステムにもとづく健康福祉開発の実践的行動の観察から、よりよい生存の保障に必要な技
術集積と、そのためのコストとその負担のあり方を検討してきた。これには民・公・官が
一体となった、新しいデータ開発が基礎的前提として必要とされるのである。
　よりよい生存の保障技術の開発と配分を効果的に連結するには、新しい価格システムの
開発が必要とされる。ケースバイケースによる健康福祉費用評価と成果の評価によって価
格づけをやっているのでは、そこに社会が負担できないほど資源の投入を要する事態が生
じる。またこのような価格づけのしかたでは、開発と配分の計画的行動を実態に合った評
価にもとづいて行うことが不可能となる。かといって、Bioinsuranceの持つ生存保障の健
康福祉給付と費用負担の特性により、白動的市場価格調節機構に頼るわけにはいかない。
また、官僚統制思考にもとづく、既存の公共価格機構に頼るわけにもいかないのである。
そこで、これまでの市場価格でも統制価格でもない、新しい価格システムの開発が必要と
されるのである。
　われわれは、よりよい生存の保障の実態を健康福祉技術集積の社会的適用によって捉え
た。ところで非再帰性、地域性、包括性、継続性、公共性、不確実性の特性を合わせもつ
健康福祉技術集積の社会的適用過程は、その基幹部分において、健康福祉給付決定と費用
負担決定を同一時点で同一主体により対応させることが技術的に不可能という特質を持っ
ている。したがってここに、提供主体と享受主体を有効に媒介する組織主体が必要とな
る。ここでは社会的価値選択の決定を行える構成となっていなければならない。このよう
な健康福祉の評価と社会的価値選択の決定の可能な組織主体としては、図9のB面で示し
た「地域保健委員会」をあげることができる。
　そこでわれわれは、これまでの実験的研究結果にもとづき、健康福祉の提供と費用負担
の決定による新しい価格システムは、この「地域保健委員会」の機能補充のもとで形成す
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べきであることを提唱したい。なおわれわれは健康福祉技術集積の社会的適用過程を地域
主権的な中央制御システムのもとで考えているので、ここで説明した地域保健委員会の機
能は、中央保健委員会（仮称）と有効な連結の下に営まれるというシステム設計をしてい
る。
　このような地域包括医療の観点からみた現行の健康保険制度と医療活動の評価制度（具
体的には中央社会保険医療協議会）における基本的問題点をあげると次のように示すこと
ができよう31〕。
　（1）よりよい生存保障の給付の視点を欠き、疾病給付に限定されている。
　（2）給付の不平等と費用負担の不公平。
　（3）給付と費用負担の統合をはかるべき組織体に利益の滞留がおこる（たとえば健保組
　　　合の利益）。
　（4）給付の費用評価と費用負担の制度の連結性の欠如
　（5）民主的手続きと専門一性判断の非融合
　これらの要素が、すでに考察してきた地域包括医療福祉の効率的達成に大きな障害要因
となっていることは日本の医療保障の歴史的事実である。このような障害要因を除去し、
Bioinsurance概念に根ざした新しいシステム開発のステップとして、現行の健康保険制度
の抜本的改正と中央社会保険医療協議会の改組が必要不可欠である。そこでここでは
Bioinsurance概念の実践化の道程の」つとして、1978年8月に発表された武見の「健保法
改正案作成にあたり学術的、社会科学的観点に立って要望すべき範囲と方向」をもとにし
て、Bioinsuranceモデルを試論的に提示することにする。まず上記論文での要点を示せ
ば、次のようにまとめられる。
　（1）老化速度のインパクトに適用
　（2）医療対策と財政対策の構造的結合
　（3）社会連帯性の認識による実践
　（4）地域保険・老齢保険・産業保険の3本立32〕
　（5）審査機構の確立
　（6）資金徴収と配分の保険センターのコンピュータ化
　（7）地域格差の調整
　上に列挙した各要素を包含したシステム化により、次の5つの具体的効果が達成される
としている。すなわち、
　（1）老齢化社会における健康投資効果
31）現行の医療保険制度の問題点は田村貞雄（1997）「日本の医療保険制度の抜本的改正への提案」
　『早稲田社会科学研究」を参照されたい。
32〕われわれはポジティブヘルス開発の特性から老人保険と地域保険を合わせて一本で考えている。
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　　（2）負担の公平と給付の平等の確保
　　（3）公共的組織の効率化の促進
　　（4）人問尊重の労務管理（産業保険）
　　（5）資金循環機構の効率化
がそれである。
　以上に述べた内容を、バイオインシュランスにもとづく新しい価格システムのあり方の
視点から整理して示してみると図13のようになる。
　ここでは、健康と疾病の地域社会特性と産業社会特性を学術的に勘案して、地域保険、
産莱保険の2つに分け、個人の社会活動の全領域におけるsecurityの確保が企画されてい
る。健康福祉の給付は、図8で示した地方分権的な特性をもつ医師会活動を基軸とする地
域包括医療システムの網の目の中で行われるから効果的である3引。
　給付内容の具体的決定は、医学・医術の進歩と経済の進展を勘案して日本医師会・地域
医師会の提供責任の基盤にもとづき、中央保健委員会と地域保健委員会の裁定により行わ
33）　これについては田村貞雄（2002）「地域主権・地域包括医療システムの経済評価の実践モデル」
　『早稲田社会科学総合研究」第3巻第1号を参照されたい。
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れる。この場合、図7で示した日本医学会、ライフ・サイエンス学会、社会保険指導者講
習会、産業医学講習会等、医学・医療の組織活動が今日レベルでの地域包括医療システム
の展開に重要な役割を果たすことになる。
　なお、このBioinsuranceシステムにおいて個人の健康福祉給付内容にたいする不服申し
立て制度は確保されている。この不服申し立ては地域審査機構で裁定されるが、それでも
なお不服の場合は中央審査機構に上告する途が開かれている。また、地域保険料は地域保
険センターで集積される。
　産業保険は事業主負担を中心として、一部被雇用者も負担し、給付内容は産業医学を基
盤にして決定される34i。歴史的にみて利潤追求の企業組織は、これまで賃金・労働条件に
おいて労働者に不当な待遇を与えてきたという経過を持つが、労働基準法を中心とする法
的ルールの制定により改善された。そしてこの健保法の抜本改正により健康面での管理も
改善され、産薬活動における個人の福祉は上昇するとともに、産業保健投資効果により、
長期的には企業の生産効率も上昇することになろう。
　以上に説明したように、新しい人問保障のシステム化の実現によって、地域健康福杜技
術集積の社会的適用過程における健康福祉の給付とその費用負担が基幹部分において効果
的に対応することになり、Bioinsurance概念に根ざした健康福祉経済システムの確立のた
めの実践的基盤が固められることになる。
　ここでは、地域包括医療にもとづく健康福祉の専門的評価と、地域保健委員会活動によ
る社会的価値選択の機能により、新しい価格システムの採用の基盤が形成されることにな
る。このことにより、健康福祉の給付とその費用負担との対応過程において、利益を滞留
させる組織介入の排除が可能になり、健康保険に支払われた費用は、すべて社会的評価の
もとでの地域住民健康福祉の充足のための給付にあてられることになる。中央・地域保険
センターは、中央・地域保健委員会による社会的価値選択の結果の情報を受け、給付にた
いする費用の徴収と配分、地域問資金調整という円滑な資金循環の役割を果たすことに専
念することになる。このような新しい人間保障システムの制度的選択とその定着化におい
ては、地域住民の健康価値の認識による自己選択と、政治・行政組織による地域医療包括
の実践による健康投資の成果の認識が不可欠である。このためには、地域包括医療実践の
医師・その関連者による健康教育の継続的な実践が必要とされる。このことにより健康福
祉経済システムにおける民・公・官の行動が大きく転換することが期待される。
34）現行の労災保険は全額雇い主負担であるが、ここではポジティブヘルス開発における産業保健投
　資の労働者の白己責任を考慮して労働者も費用の一部を負担するものと考えている。
5．むすび：Well－beingの経済学への道
　経済学はもともと経世済民としてすなわち庶民の強い味方として世の人々が健やかに生
き、さわやかに死ぬ人生つまり世の人々のWell－beingのために寄与するものとして誕生
したのであるが、いつのまにか“差をつけるゲーム”（希少価値が高価格、高所得を生む）
に浮き身をやつすようになった。このことは米国における著しい貧富の格差の存在、南北
間の経済の格差の実態をみれば明らかである。つまりこの“差をつけるゲームの経済学”
はGNPの極大化を志向し世のひとびとの、We1l－Being（幸せ）には見向きもしなくなっ
たのである。このことが環境破壊、家庭崩壊、学級破綻、成人自殺の著増（日本）、宗教
の暴走の因となっていることはつとに知られた事実である。このような状態を打破するた
めには健康価値論を基盤としたWell－bei㎎の経済学へのパラダイム転換が必至と考える。
　ところで健康価値論の「能く生き、能く死ぬ」人間行動は生存最小単位である家庭で生
まれ、育成されていく。このような行動の実践により家庭組織のウェルビーイングの最適
化過程が達成される。この行動型が地域社会の他の組織に適用されるとともに、地域社会
におけるコミュニティ・ウェルビーイングの最適化過程に適用される。この場合社会組織
としての地域保健委員会と市場機構が調整機能をはたすことになる。そしてこの行動型が
国家社会に適用されて、国家保健委員会と国家レベルの市場機構調整機能のもとで国家レ
ベルのコミュニティ・ウェルビーイングの最適化過程が実現される。そしてこの行動型が
国家を媒介として地球社会に適用され、世界保健委員会（仮称）と世界レベルの市場機構
（WTO）の進化によりグローバル・ウェルビーイングの最適化過程が達成されることにな
る。まさに世界人権宣言の具現化である。これは武見太郎、吉川曄、杉田肇の「医のここ
ろ」一Bioethicsによる人類の生存の福祉の実現を意味する。21世紀においてこれら三人
の医師の構想と実践を起爆点とする世界福祉イニシアチブの日本からの発信が開花するこ
とが予測される。
